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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

連結経営指標等

　

回次
第80期
第３四半期
連結累計期間

第81期
第３四半期
連結累計期間

第80期
第３四半期
連結会計期間

第81期
第３四半期
連結会計期間

第80期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 16,034,94411,458,7344,770,8264,602,00218,919,445

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △355,890△238,374△148,939 129,792△1,100,546

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △254,648△258,073△152,008 116,575△1,552,091

純資産額 (千円) ― ― 12,951,33611,078,41811,403,107

総資産額 (千円) ― ― 21,792,71717,422,18218,312,815

１株当たり純資産額 (円) ― ― 818.76 701.10 719.49

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期
(当期)純損失(△)

(円) △16.55 △16.90 △9.89 7.65 △100.96

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 57.7 61.3 60.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 646,0661,027,926 ― ― 733,685

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,277,966△569,970 ― ― △1,856,387

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 2,230,598△1,784,406 ― ― 1,980,725

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 3,360,0621,263,9712,595,088

従業員数 (名) ― ― 841 786 817

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第80期第３四半期連結累計期間、第81期第３四半期連結累計期間及び第80期第３四半期連結会計期間並びに

第80期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第81期第３四半期連結会計期間の潜在株式

調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 786

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 487

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

自動車及び車両部品関連事業 4,101,815 106.7

金属椅子及び椅子部品関連事業 64,757 56.9

産業機械部品関連事業 513,976 82.6

合計 4,680,550 102.2

(注) １  金額は、販売価格により算出しております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

自動車及び車両部品関連事業 4,297,949 99.3 3,436,869 76.5

産業機械部品関連事業 693,332 98.3 668,300 66.4

合計 4,991,281 99.2 4,105,169 74.7

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　金属椅子及び椅子部品関連事業については受注生産ではないため、受注高及び受注残高の記載は行っておりま

せん。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

自動車及び車両部品関連事業 4,045,792 102.8

金属椅子及び椅子部品関連事業 93,194 72.9

産業機械部品関連事業 463,015 65.1

合計 4,602,002 96.4

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

トヨタ自動車㈱ 2,495,011 52.2 2,735,115 59.4

日野自動車㈱ 610,576 12.7 627,563 13.6

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

（１）経営成績の分析

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、厳しい経済環境が依然続いておりますものの、

政府が施行した経済対策や、新興国での経済復興に伴う輸出の増加などもあり、穏やかながら回復傾

向を示しております。

　当社グループの主要取引業界である自動車産業でも、エコカーを中心として需要回復が起こり、売

上低迷から脱しつつある状況下となっております。

　このような環境の下、当社グループでは、自動車販売の変動に柔軟に対応できる生産体制再構築プ

ロジェクトの実施とともに、最大限の収益を確保するべく緊急利益対策活動にも注力してまいりま

した。その結果、当第３四半期連結会計期間の当社グループの売上高は46億２百万円（前年同四半期

比3.5%減少）、経常利益は１億29百万円（前年同四半期は経常損失１億48百万円）、四半期純利益は

１億16百万円（前年同四半期は四半期純損失１億52百万円）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績を示しますと、次のとおりであります。

自動車及び車両部品関連事業

エコカーに対する優遇税制策の影響から、需要は回復基調にあり、その結果、当社グループで

は、売上高は40億45百万円（前年同四半期比2.8%増加）、営業利益は３億16百万円（前年同四

半期比292.5%増加）となりました。

金属椅子及び椅子部品関連事業

需要低迷による販売量の減少が継続する中、新たな販売チャネルの開拓にグループの総力を上

げ取り組んでまいりました。その結果、当社グループでは、売上高は93百万円（前年同四半期比

27.0%減少）、営業損失は16百万円（前年同四半期は営業損失19百万円）となりました。

産業機械部品関連事業

新たな需要を求め販売活動を展開してまいりましたが、当社グループでは、売上高は４億63百

万円（前年同四半期比34.8%減少）、営業損失は38百万円（前年同四半期は営業損失77百万

円）となりました。

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は174億22百万円となり、前連結会計年度末に比べ８

億90百万円減少いたしました。これは主に売上高の増加に伴う受取手形及び売掛金の増加、借入金の

返済に伴う現金及び預金の減少などにより流動資産が４億74百万円減少し、投資有価証券の評価替

による増加、設備投資の抑制による有形固定資産の減少などにより固定資産が４億15百万円減少し

たことによるものであります。

　負債の部は、前連結会計年度末に比べ５億65百万円減少し、63億43百万円となりました。これは主に

短期借入金の増加などにより流動負債が19億20百万円増加し、長期借入金の減少などにより固定負

債が24億86百万円減少したことによるものであります。

　純資産の部は、前連結会計年度末に比べ３億24百万円減少し、110億78百万円となりました。これは

主に利益剰余金の減少により株主資本が４億４百万円減少し、評価・換算差額等が63百万円増加し

たことなどによるものであります。
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（３）キャッシュ・フローの状況の分析

　当第３四半期連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前

連結会計年度末より13億31百万円減少の12億63百万円(前期比51.3%減少)となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失の減少、売上債権や仕入債務の

増加などにより、４億60百万円の収入(前年同四半期は42百万円の支出)となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出の減少などにより、２億４

百万円の支出(前年同四半期は４億44百万円の支出)となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の借入による収入、配当金の支払による支出な

どにより、２億19百万円の収入(前年同四半期は１億29百万円の支出)となりました。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容等（旧会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

当社は、平成21年４月28日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在

り方に関する基本方針について、決議いたしました。その内容は以下のとおりであります。

(１)　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特

定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の

確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の

大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。 

ただし、株式の大規模買付提案の中には、例えばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができ

ない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なう虞のあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるため

に必要な情報が十分に提供されないものもありえます。 

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のため

に、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。 

(２) 基本方針の実現に資する取組み 

① 企業価値向上への取組み 

　当社は、2009年度からは「叡智を集め　すばやい行動　心をひとつに　築こう未来」をスローガンに、経営計

画を推進しております。そこではお客様のニーズにお応えし、信頼を得ることを重点とした、グローバル供

給体制の充実強化と品質造り込み、継続的な原価低減活動の推進、内部統制システムの強化等を課題と取り

上げ、その推進による企業価値の向上に努めております。 

　グローバル供給体制につきましては、中国において足がかりとなる生産拠点を構築し、日本、米国及び欧州

等の中国進出企業に対し販売の拡充を図っております。

　品質の造り込みにつきましては、モノづくり企業として、競争力のあるモノ作りの徹底追求と品質の向上

を支える技術・技能の向上を行っております。当社におきましては、グループ連結経営体制の構築による効

率化と財務体質の強化を行い、グループ企業価値の向上を図っております。　

② コーポレート・ガバナンスについて 

　当社は、企業規模に即したコーポレート・ガバナンスを実践し、「経営の透明性、健全性を高めること」、

「ステークホルダーへの説明責任の達成」及び「経営の迅速化」を経営の重要課題の一つとして、積極的

に取り組んでおります。 

　また、株主の皆様をはじめお客様、地域社会、従業員等当社を取り巻く様々なステークホルダーの立場を尊

重し、社会の一員として義務を果たしていくことが必要であり、これが企業の成長の原動力となり、株主の
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皆様にも長期的な利益をもたらすものと考えております。 

　　具体的な取り組みは以下の通りです。 

　　　(イ)「企業行動憲章」及び「企業行動指針」を制定し、その徹底を図るとともに、コンプ 

　　　　ライアンス会議を設置し、コンプライアンスを重視した経営に努めております。 

　　　(ロ)　社外監査役2名を含む監査役会による取締役の職務執行のモニタリングに加え、取 

　　　　締役会、常務会の適切な運営に努め、業務執行の迅速化と責任明確化を図っております。 

(３) 本プラン導入の目的 

　当社取締役会は、当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以下「本プラン」といいます。）を明確

にし、株主及び投資家の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行

為を行おうとする者との交渉の機会を確保するために、本プランを導入することといたしました。 

　本プランは、以下の通り、当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定する

とともに、一定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が

発生する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に資さない当社株式等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものです。 

　なお、本プランにおいては、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、独

立委員会規程に従い、当社社外取締役、当社社外監査役、又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出

身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣か

ら独立した者のみから構成される独立委員会（以下、「独立委員会」といいます。）の勧告を最大限尊重す

るとともに、株主及び投資家の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしていま

す。 

　なお、当社は現時点において当社株式等の大規模買付行為に係る提案を受けているわけではありません。

(４) 本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組み） 

① 本プランに係る手続き 

(イ) 対象となる大規模買付け等 

　本プランは以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当する当社株式等の買付け又はこれに類似する行為（ただし、当社取

締役会が承認したものを除きます。当該行為を、以下、「大規模買付け等」といいます。）がなされる場合を

適用対象とします。大規模買付け等を行い、又は行おうとする者（以下、「買付者等」といいます。）は、予

め本プランに定められる手続きに従わなければならないものとします。 

(ⅰ)当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付け 

(ⅱ)当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係者

の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け 

(ロ) 意向表明書の当社への事前提出 

　買付者等におきましては、大規模買付け等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模

買付け等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下、「意向表明

書」といいます。）を当社の定める書式により提出していただきます。 

  具体的には、意向表明書には、以下の事項を記載していただきます。 

(ⅰ)買付者等の概要 

　(a)　氏名又は名称及び住所又は所在地 

　(b)　代表者の役職及び氏名 

　(c)　会社等の目的及び事業の内容 

　(d)　大株主又は大口出資者（所有株式又は出資割合上位10名）の概要 

　(e)　国内連絡先 

　(f)　設立準拠法 

(ⅱ)買付者等が現に保有する当社の株式等の数、及び、意向表明書提出前60日間における買付者等の当社の

株式等の取引状況 

(ⅲ)買付者等が提案する大規模買付け等の概要（買付者等が大規模買付け等により取得を予定する当社の

株式等の種類及び数、並びに大規模買付け等の目的（支配権取得若しくは経営参加、純投資若しくは政策投

資、大規模買付け等の後の当社の株式等の第三者への譲渡等、又は重要提案行為等その他の目的がある場合

には、その旨及び内容。なお、目的が複数ある場合にはそのすべてを記載していただきます。）を含みま

す。） 
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(ハ) 本必要情報の提供 

　上記(ロ)の意向表明書をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、以下の手順に従い、当社に

対して、大規模買付け等に対する株主及び投資家の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報（以下、「本

必要情報」といいます。）を提供していただきます。 

　まず、当社は、買付者等に対して、意向表明書を提出していただいた日から10営業日（初日不算入）以内

に、当初提出していただくべき情報を記載した情報リストを上記(ロ)(ⅰ)(e)の国内連絡先に発送いたしま

すので、買付者等には、情報リストに従って十分な情報を当社に提出していただきます。 

　また、情報リストに従い買付者等から提供された情報では、大規模買付け等の内容及び態様等に照らして、

株主及び投資家の皆様のご判断及び当社取締役会の評価・検討等のために不十分であると当社取締役会が

合理的に判断する場合には、当社取締役会が別途請求する追加の情報を買付者等から提供していただきま

す。 

　なお、大規模買付け等の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則として情報リス

トの一部に含まれるものとします。 

(ⅰ)買付者等及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及びファンドの場合は各組合員その他の構成員

を含みます。）の詳細（沿革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、役員の氏名及び職歴等を含みま

す。） 

(ⅱ)大規模買付け等の目的（意向表明書において開示していただいた目的の詳細）、方法及び内容（経営

参画の意思の有無、大規模買付け等の対価の種類及び金額、大規模買付け等の時期、関連する取引の仕組み、

買付予定の株式等の数及び買付け等を行った後における株式等所有割合、大規模買付け等の方法の適法性

を含みます。） 

(ⅲ)大規模買付け等の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報及び大規模買付

け等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、算定の際に第三者の意見を聴取し

た場合における当該第三者の名称、意見の概要及び当該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を含

みます。） 

(ⅳ)大規模買付け等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方法

及び関連する取引の内容を含みます。） 

(ⅴ)大規模買付け等に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡がある場合はその内容

及び当該第三者の概要 

(ⅵ)買付者が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、売買の予約その他の重要

な契約又は取決め（以下、「担保契約等」といいます。）がある場合には、その契約の種類、契約の相手方及

び契約の対象となっている株式等の数量等の当該担保契約等の具体的内容 

(ⅶ)買付者等が大規模買付け等において取得を予定する当社の株式等に関し担保契約等の締結その他第三

者との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種類、契約の相手方及び契約の対象となってい

る株式等の数量等の当該合意の具体的内容 

(ⅷ)大規模買付け等の後における当社及び当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当政策 

(ⅸ)大規模買付け等の後における当社の従業員、労働組合、取引先、顧客及び地域社会その他の当社に係る

利害関係者の処遇等の方針 

(ⅹ)当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策  

　なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付け等の提案がなされた事実とその概要及び本必要情報の

概要その他の情報のうち株主及び投資家の皆様のご判断に必要であると認められる情報がある場合には、

適切と判断する時点で開示いたします。 

　また、当社取締役会は、買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、その旨を買

付者等に通知（以下、「情報提供完了通知」といいます。）すると共に、速やかにその旨を開示いたします。

(ニ)　取締役会評価期間の設定等 

　当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付け等の評価の難易度等に応じて、以下の(ⅰ)又

は(ⅱ)の期間（いずれも初日不算入）を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案の

ための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として設定します。 

(ⅰ)対価を現金（円価）のみとする当社全株式等を対象とした公開買付けの場合には最大60日間 

(ⅱ)その他の大規模買付け等の場合には最大90日間 

ただし、上記(ⅰ)(ⅱ)いずれにおいても、取締役会評価期間は取締役会が必要と認める場合には延長できる

ものとし、その場合は、具体的延長期間及び当該延長期間が必要とされる理由を買付者等に通知すると共に
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株主及び投資家の皆様に開示いたします。また、延長の期間は最大30日間とします。

　当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付者

等から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観

点から、買付者等による大規模買付け等の内容の検討等を行うものとします。当社取締役会は、これらの検

討等を通じて、大規模買付け等に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知す

るとともに、適時かつ適切に株主及び投資家の皆様に開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との間

で大規模買付け等に関する条件・方法について交渉し、更に、当社取締役会として、株主及び投資家の皆様

に代替案を提示することもあります。 

(ホ) 対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告 

　独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記(ニ)の当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替

案立案と並行して、以下の手続きに従い、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行う

ものとします。その際、独立委員会の判断が当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するように

なされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した

外部専門家（投資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントそ

の他の専門家を含みます。）の助言を得ることができるものとします。なお、独立委員会が当社取締役会に

対して以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に定める勧告をした場合には、当社取締役会は、当該勧告の事実とその概要その

他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示いたします。

(ⅰ)独立委員会が対抗措置の発動を勧告する場合 

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合、又は買付者等による大規模買

付け等が専ら買付者等の短期的な利得のみを目的とするものである等、当社の企業価値・株主共同の利益

を著しく損なうものであると認められる場合には、当社取締役会に対して、対抗措置の発動を勧告します。

なお、原則として、当該大規模買付け等は当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうものであると認

められる場合に該当するものとします。 

(ⅱ)独立委員会が対抗措置の不発動を勧告する場合 

(ⅰ)に定める場合を除き、独立委員会は、当社取締役会に対して対抗措置の不発動を勧告します。

(ヘ) 取締役会の決議 

　当社取締役会は、(ホ)に定める独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、当該勧告を踏まえて当社の

企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動又は不発動の決議を行う

ものとします。 

　当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを問

わず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。 

(ト) 対抗措置の中止又は発動の停止 

　当社取締役会が上記(へ)の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、(ⅰ)買付者

等が大規模買付け等を中止した場合又は(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等

に変動が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から対抗措置の発動が相当

でないと考えられる状況に至った場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告に基づき、又は勧告の有無

若しくは勧告の内容にかかわらず、対抗措置の中止又は発動の停止を行うものとします。 

　当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する

事項について、情報開示を行います。

(チ) 大規模買付け等の開始 

　買付者等は、上記(イ)から(へ)に規定する手続きを遵守するものとし、取締役会において対抗措置の発動

又は不発動の決議がなされるまでは大規模買付け等を開始することはできないものとします。 

② 本プランにおける対抗措置の具体的内容 

　当社取締役会が上記①(へ)に記載の決議に基づき発動する対抗措置の一つとしては、新株予約権（以下、

「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを行うことを想定しています。ただし、会社法その他の法令

及び当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動することが相当と判断される場合には当該その他の

対抗措置を用いることもあります。 

　当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、上記①(ト)に記載の通り、対抗措置

の中止又は発動の停止を決定することがあります。例えば、対抗措置として当社取締役会が本新株予約権の

無償割当てを決議した場合において、買付者等が大規模買付け等を中止し、当社取締役会が上記①(ト)に記

載の決議を行った場合には、本新株予約権の無償割当てについて設定した基準日に係る権利落ち日の前日
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までにおいては本新株予約権の無償割当てを中止し、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以後本新株

予約権の行使期間の開始日の前日までにおいては当社が無償で本新株予約権を取得する等の方法で、対抗

措置の発動を停止することができるものとします。

③ 本プランの有効期間、廃止及び変更 

　本プランの有効期間は、本定時株主総会において承認が得られた場合には、平成24年６月開催予定の定時

株主総会終結の時までとします。 

　ただし、当該有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がな

された場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものとします。また、当社の株

主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プ

ランはその時点で廃止されるものとします。 

　なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更又はこ

れらの解釈・運用の変更、又は税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で独立委員会の

承認を得た上で、本プランを修正し、又は変更する場合があります。 

　当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合には）変更

内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、情報開示を行います。

(５)　本プランの合理性 

① 買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること 

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又

は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原

則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を充足しています。

② 当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

　本プランは、上記(３)に記載の通り、当社株式等に対する大規模買付け等がなされた際に、当該大規模買付

け等に応じるべきか否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要

な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の

企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。 

③ 株主意思を重視するものであること 

　本プランは、本定時株主総会において株主の皆様のご承認を得たうえで導入するものです。また、上記(４)

③に記載した通り、本定時株主総会においてご承認いただいた後も、その後の当社株主総会において本プラ

ンの変更又は廃止の決議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更又は廃止されることになり

ます。従いまして、本プランの導入及び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなってい

ます。 

④ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

　当社は、本プランの導入に当たり、大規模買付け等への対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判断

を排し、取締役会の判断及び対応の客観性及び合理性を確保することを目的として独立委員会を設置しま

す。 

　独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社社外取締役、当社社外監査役又は社外

の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準じ

る者）から選任される委員３名以上により構成されます。 

　また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主及び投資家の皆様に情報開示を行うこと

とし、当社の企業価値・株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保して

います。 

⑤ 合理的な客観的発動要件の設定 

　本プランは、上記(４)①に記載の通り、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないよ

うに設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しています。 

⑥ デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと 

　上記(４)③に記載の通り、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、

いつでも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策

（取締役会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

　また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型（取締役会の構成員の交代を

一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 
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(６)　株主及び投資家の皆様への影響 

① 本プランの導入時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

　本プランの導入時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本プランがその導入時に株主の

皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることはありませ

ん。 

　なお、前述の(４)①に記載の通り、買付者等が本プランを遵守するか否か等により当該買付行為に対する

当社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、買付者等の動向にご注意下さ

い。

② 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響 

　当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、別途定める割当て

期日における株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１個を

上限とした割合で、本新株予約権が無償にて割り当てられます。このような仕組み上、本新株予約権の無償

割当て時においても、株主の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じるものの保

有する当社株式全体の経済的価値の希釈化は生じず、株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経

済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。 

　ただし、買付者等につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、法的権利又は経済的利益に何ら

かの影響が生じる場合があります。 

　なお、当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であっても、上記(４)①(ト)に記載の

手続き等に従い当社取締役会が発動した対抗措置の中止又は発動の停止を決定した場合には、当社株式の

株価に相応の変動が生じる可能性があります。例えば、本新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定

した後において、当社が対抗措置の発動の停止を実施し本新株予約権を無償取得して新株を交付しない場

合には、株主の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じないことになるため、当社

株式１株当たりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を行った株主及び投資家の皆様は、

株価の変動により損害を被る可能性がある点にご留意下さい。 

　また、本新株予約権の行使又は取得に関して差別的条件を付す場合には、当該行使又は取得に際して、買付

者等の法的権利、経済的利益に影響が生じることが想定されますが、この場合であっても、買付者等以外の

株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることは想

定しておりません。 

③ 本新株予約権の無償割当てに伴う株主の皆様の手続き

　本新株予約権の割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、当該新株予約権の無償割

当ての効力発生日において当然に新株予約権者となるため、申込みの手続きは不要です。 

　また、株主の皆様には、新株の取得のために所定の期間内に本新株予約権を行使していただく必要が生じ

る可能性があります。 

　以上のほか、割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法等の詳細については、本新株予約権の無償

割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社は、その手続きの詳細に関して、適用ある法令及び

金融商品取引所規則に基づき、適時かつ適切に開示又は通知を行います。

　

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は４百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除去等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,400,00015,400,000
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数　1,000株

計 15,400,00015,400,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 15,400,000 ― 1,036,000 ― 435,439

　

(5) 【大株主の状況】

　

大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

　

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式　  165,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,095,00015,095 ―

単元未満株式 普通株式    140,000 ― ―

発行済株式総数 15,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,095 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
中央可鍛工業株式会社

名古屋市中川区
富川町三丁目１番地の１

165,000 ― 165,000 1.07

計 ― 165,000 ― 165,000 1.07

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 281 281 287 299 350 355 317 335 420

最低(円) 280 272 260 260 295 335 281 289 333

(注)　最高・最低株価は、名古屋証券取引所(市場第二部)におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

専務取締役

社長補佐 TPS推進室 
内部監査室 企画室担当

社長補佐 安全環境推進室担当
TPS推進室担当

藤井　彰

平成21年７月１日

社長補佐 製造部門統括
TPS推進室 鋳造部
機械部 企画室担当

社長補佐 TPS推進室 
内部監査室 企画室担当

平成22年１月１日

取締役 総務部長 経理室長 総務部長 経理室担当 三浦　潔 平成21年７月１日

常務取締役 蘇州中央可鍛有限公司総経理 事務部門統括 武山　直民 平成22年１月１日

常務取締役 土岐可鍛工業株式会社専務取締役
蘇州中央可鍛有限公司
董事兼総経理

阪本　光 平成22年１月１日

常務取締役
事務部門統括

営業部 内部監査室担当
土岐可鍛工業株式会社取締役社長

製造部門統括 生産管理部長
品質保証部 土岐工場準備室担当
土岐可鍛工業株式会社取締役社長

梅村　徹 平成22年１月１日

取締役
生産管理部長 熊本工場長
TPS推進室 品質保証部担当

鋳造部長 熊本工場長
機械部担当

佐藤　実 平成22年１月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第３四

半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トー

マツにより四半期レビューを受けております。

　なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは監査法人の種類の変更により、平成21年

７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,376,478 2,486,506

受取手形及び売掛金 ※4
 3,439,243 2,612,263

有価証券 453,434 514,381

商品及び製品 340,386 393,208

仕掛品 429,413 474,591

原材料及び貯蔵品 351,703 341,025

その他 190,589 213,028

貸倒引当金 △90,206 △69,312

流動資産合計 6,491,043 6,965,692

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 1,294,353

※1
 1,366,664

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 5,231,765

※1
 5,595,349

工具、器具及び備品（純額） ※1
 425,628

※1
 501,778

その他（純額） ※1, ※2
 1,285,220

※1
 1,301,950

有形固定資産合計 8,236,969 8,765,743

無形固定資産

のれん 2,581 4,130

その他 33,601 34,474

無形固定資産合計 36,182 38,604

投資その他の資産

その他 2,661,186 2,545,975

貸倒引当金 △3,200 △3,200

投資その他の資産合計 2,657,986 2,542,775

固定資産合計 10,931,138 11,347,123

資産合計 17,422,182 18,312,815
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,913,730 2,109,304

短期借入金 ※5
 1,566,050 66,100

1年内返済予定の長期借入金 79,787 549,683

未払法人税等 13,384 7,783

賞与引当金 56,597 199,083

資産撤去引当金 － 17,800

その他 917,074 676,604

流動負債合計 5,546,624 3,626,358

固定負債

長期借入金 186,124 2,715,447

退職給付引当金 47,505 46,034

役員退職慰労引当金 138,240 141,411

負ののれん － 3,006

その他 425,268 377,450

固定負債合計 797,138 3,283,350

負債合計 6,343,763 6,909,708

純資産の部

株主資本

資本金 1,036,000 1,036,000

資本剰余金 574,391 574,407

利益剰余金 8,770,023 9,150,312

自己株式 △50,337 △26,289

株主資本合計 10,330,078 10,734,430

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 367,344 303,161

為替換算調整勘定 △16,120 △15,805

評価・換算差額等合計 351,223 287,355

少数株主持分 397,116 381,321

純資産合計 11,078,418 11,403,107

負債純資産合計 17,422,182 18,312,815
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年12月31日)

売上高 16,034,944 11,458,734

売上原価 15,189,802 10,627,525

売上総利益 845,141 831,209

販売費及び一般管理費 ※
 1,271,002

※
 1,102,377

営業損失（△） △425,860 △271,168

営業外収益

受取利息 20,507 3,991

受取配当金 32,032 18,827

持分法による投資利益 166,001 81,034

デリバティブ評価益 － 76,981

その他 63,440 69,918

営業外収益合計 281,983 250,753

営業外費用

支払利息 34,367 37,177

為替差損 45,465 37,094

デリバティブ評価損 126,500 －

借入金期限前返済清算金 － 101,067

その他 5,679 42,618

営業外費用合計 212,013 217,959

経常損失（△） △355,890 △238,374

特別利益

前期損益修正益 595 －

固定資産売却益 12 55,760

貸倒引当金戻入額 1,728 －

特別利益合計 2,336 55,760

特別損失

固定資産売却損 27,914 9,095

固定資産除却損 35,540 20,102

その他 3,200 5,099

特別損失合計 66,655 34,297

税金等調整前四半期純損失（△） △420,208 △216,911

法人税、住民税及び事業税 3,597 3,924

法人税等調整額 △91,773 21,082

法人税等合計 △88,175 25,007

少数株主利益又は少数株主損失（△） △77,384 16,154

四半期純損失（△） △254,648 △258,073
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
 至 平成21年12月31日)

売上高 4,770,826 4,602,002

売上原価 4,528,890 4,096,034

売上総利益 241,936 505,968

販売費及び一般管理費 ※
 394,129

※
 405,111

営業利益又は営業損失（△） △152,193 100,856

営業外収益

受取利息 3,563 843

受取配当金 12,756 5,748

持分法による投資利益 55,926 46,180

その他 18,996 28,128

営業外収益合計 91,242 80,900

営業外費用

支払利息 17,526 4,510

為替差損 45,615 44,327

デリバティブ評価損 24,840 5,778

その他 6 △2,652

営業外費用合計 87,988 51,964

経常利益又は経常損失（△） △148,939 129,792

特別利益

貸倒引当金戻入額 179 －

特別利益合計 179 －

特別損失

固定資産売却損 － 99

固定資産除却損 15,156 1,241

投資有価証券評価損 － 5,099

その他 600 －

特別損失合計 15,756 6,440

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△164,516 123,351

法人税、住民税及び事業税 1,536 1,298

法人税等調整額 1,551 5,634

法人税等合計 3,087 6,933

少数株主損失（△） △15,595 △157

四半期純利益又は四半期純損失（△） △152,008 116,575
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △420,208 △216,911

減価償却費 1,289,168 1,158,953

負ののれん償却額 △7,709 △1,458

退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,813 1,471

前払年金費用の増減額（△は増加） △163,518 △25,138

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8,309 △3,171

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △4,644 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △196,732 △142,485

資産撤去引当金の増減額(△は減少) － △17,800

貸倒引当金の増減額（△は減少） △69 20,894

受取利息及び受取配当金 △52,540 △22,819

支払利息 34,367 37,177

シンジケートローン手数料 － 18,666

デリバティブ解約損 － 21,391

デリバティブ評価損益（△は益） 126,500 △76,981

借入金期限前返済清算金 － 101,067

為替差損益（△は益） 7,724 5,235

固定資産売却損益（△は益） 27,901 △46,665

固定資産除却損 35,540 20,102

投資有価証券評価損益（△は益） 3,200 5,099

持分法による投資損益（△は益） △166,001 △81,034

売上債権の増減額（△は増加） 869,731 △827,038

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,433 88,496

仕入債務の増減額（△は減少） △676,706 804,489

未払消費税等の増減額（△は減少） △43,919 69,956

その他 △92,204 164,114

小計 565,188 1,055,613

利息及び配当金の受取額 169,654 22,819

利息の支払額 △34,367 △37,845

デリバティブ取引解約による支払額 － △21,391

法人税等の支払額 △54,408 △2,463

法人税等の還付額 － 11,194

営業活動によるキャッシュ・フロー 646,066 1,027,926
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △746,550 △256,550

定期預金の払戻による収入 716,550 76,550

有形固定資産の取得による支出 △1,332,132 △543,777

有形固定資産の売却による収入 23,421 67,008

無形固定資産の取得による支出 △5,950 △3,779

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △1,201,371 △21,922

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

1,200,889 22,153

貸付けによる支出 △4,000 －

貸付金の回収による収入 32,620 28,186

保険積立金の積立による支出 △19,446 △2,368

保険積立金の払戻による収入 53,091 61,989

その他 4,910 2,540

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,277,966 △569,970

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,500,000

長期借入れによる収入 2,576,650 －

長期借入金の返済による支出 △193,759 △3,100,078

リース債務の返済による支出 △24,698 △25,456

配当金の支払額 △115,045 △114,807

シンジケートローン手数料 － △20,000

自己株式の取得による支出 △13,461 △24,352

自己株式の売却による収入 912 289

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,230,598 △1,784,406

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,662 △4,665

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,592,036 △1,331,117

現金及び現金同等物の期首残高 1,768,025 2,595,088

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,360,062

※
 1,263,971
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【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「投資有価証券評価損」は、特別損失

総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第３四

半期連結会計期間の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は600千円であります。
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【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　23,919,553千円※１　有形固定資産の減価償却累計額　23,102,356千円

※２　担保資産

　担保に供されている資産について、事業の運営にお

いて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものは次のとおり

であります。

建物及び構築物 518,953千円

土地 224,739

合計 743,693

　２

────────

　３　保証債務

みづほ金属工業㈱ 145,000千円

(金融機関借入金) 　

　３　保証債務

みづほ金属工業㈱ 145,000千円

(金融機関借入金) 　

※４　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決算処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末日残高に含まれて

おります。

受取手形 6,911千円

　４

────────

※５　当座貸越契約及びコミットメントライン契約

　当社及び国内連結子会社(土岐可鍛工業㈱)におい

ては、運転資金の効率的な調達を行うため９取引金

融機関と当座貸越契約またはシンジケート方式のコ

ミットメントライン契約(㈱三菱東京ＵＦＪ銀行を

主幹事とするリボルビング・クレジット・ファシリ

ティ契約)を締結しております。これらの契約に基づ

く当第３四半期連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 3,250,000千円

リボルビング・クレジット・
ファシリティ契約の総額

2,000,000

借入実行残高 1,500,000

差引額 3,750,000

　５　当座貸越契約

　当社及び国内連結子会社(土岐可鍛工業㈱)におい

ては、運転資金の効率的な調達を行うため８取引金

融機関と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額 3,650,000千円

借入実行残高 ―

差引額 3,650,000

　６　財務制限条項等

　コミットメントライン契約(リボルビング・クレ

ジット・ファシリティ契約)には、「各年度の決算期

の末日の連結貸借対照表における純資産の部の金額

を、当該決算期の直前の決算期の末日または平成21

年３月に終了する決算期の末日の連結貸借対照表に

おける純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％

の金額以上に維持することを確約する旨」の財務制

限条項が付されており、当該条項に抵触した場合は、

契約上の全ての債務について期限の利益を喪失する

可能性があります。

　６　財務制限条項等

　借入金のうちシンジケートローン契約(借入残高

3,000,000千円)には、「各年度の決算期にかかる連

結損益計算書上の経常損益に関して、それぞれ２期

連続して経常損失を計上しないことを確約する旨」

の財務制限条項が付されており、当該条項に抵触し

た場合は、契約上の全ての債務について期限の利益

を喪失する可能性があります。
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目

荷造運搬費 430,011千円

給与諸手当 287,689

賞与引当金繰入額 6,371

退職給付費用 △3,695

役員退職慰労引当金
繰入額

13,390

貸倒引当金繰入額 1,658

※　販売費及び一般管理費の主要な費目

荷造運搬費 305,110千円

給与諸手当 295,475

賞与引当金繰入額 8,087

退職給付費用 11,725

役員退職慰労引当金
繰入額

13,250

貸倒引当金繰入額 20,894

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※　販売費及び一般管理費の主要な費目

荷造運搬費 136,177千円

給与諸手当 89,107

賞与引当金繰入額 6,371

退職給付費用 △1,748

役員退職慰労引当金
繰入額

4,424

貸倒引当金繰入額 412

※　販売費及び一般管理費の主要な費目

荷造運搬費 121,993千円

給与諸手当 97,818

賞与引当金繰入額 8,087

退職給付費用 3,865

役員退職慰労引当金
繰入額

4,403

貸倒引当金繰入額 11,707

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,253,103千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△354,450

有価証券勘定 513,347

取得日から償還日までの期間が

３ヶ月を超える債券等
△51,938

現金及び現金同等物 3,360,062

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,376,478千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△534,450

有価証券勘定 453,434

取得日から償還日までの期間が

３ヶ月を超える債券等
△31,491

現金及び現金同等物 1,263,971
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 15,400,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 165,115

　

３　配当に関する事項

　（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 61,275 4 平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

平成21年11月13日
取締役会

普通株式 60,939 4 平成21年９月30日平成21年12月７日利益剰余金

（２）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当

の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
自動車及び
車両部品関連
事業(千円)

金属椅子及び
椅子部品関連
事業(千円)

産業機械部品
関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 3,932,309127,802710,7144,770,826 ― 4,770,826

営業利益又は営業損失(△) 80,715△19,563△77,315△16,164(136,029)△152,193

　 (注)　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品名

自動車及び車両部品関連事業 各種ブラケット類、アクスルハブ等

金属椅子及び椅子部品関連事業 オフィス向け各種椅子、施設向け各種椅子等

産業機械部品関連事業 産業機械用部品、油圧機器用部品等

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
自動車及び
車両部品関連
事業(千円)

金属椅子及び
椅子部品関連
事業(千円)

産業機械部品
関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 4,045,79293,194463,0154,602,002 ― 4,602,002

営業利益又は営業損失(△) 316,847△16,247△38,066262,532(161,676)100,856

　 (注)　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品名

自動車及び車両部品関連事業 各種ブラケット類、アクスルハブ等

金属椅子及び椅子部品関連事業 オフィス向け各種椅子、施設向け各種椅子等

産業機械部品関連事業 産業機械用部品、油圧機器用部品等
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前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

　

　
自動車及び
車両部品関連
事業(千円)

金属椅子及び
椅子部品関連
事業(千円)

産業機械部品
関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 13,053,961431,9462,549,03616,034,944 ― 16,034,944

営業利益又は営業損失(△) 136,103△71,376△51,106 13,621(439,481)△425,860

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品名

自動車及び車両部品関連事業 各種ブラケット類、アクスルハブ等

金属椅子及び椅子部品関連事業 オフィス向け各種椅子、施設向け各種椅子等

産業機械部品関連事業 産業機械用部品、油圧機器用部品等

２　会計方針の変更

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１（１）に記載のとおり、当連結会計

年度の第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年

７月５日　企業会計基準第９号)を適用しております。この変更に伴い、営業費用は「自動車及び車両部品関連

事業」で102,007千円増加し、営業利益が同額減少しており、「産業機械部品関連事業」では36,313千円増加

し、営業損失が同額増加しております。また、「金属椅子及び椅子部品関連事業」では476千円増加し、営業損

失が同額増加しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
自動車及び
車両部品関連
事業(千円)

金属椅子及び
椅子部品関連
事業(千円)

産業機械部品
関連事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 9,987,451319,2721,152,01111,458,734 ― 11,458,734

営業利益又は営業損失(△) 347,182△49,146△132,856165,179(436,347)△271,168

 　(注)　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

事業区分 主要製品名

自動車及び車両部品関連事業 各種ブラケット類、アクスルハブ等

金属椅子及び椅子部品関連事業 オフィス向け各種椅子、施設向け各種椅子等

産業機械部品関連事業 産業機械用部品、油圧機器用部品等
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【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「日本」の割合が90％を超えているため、記載を省略して

おります。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計期

間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 701円10銭
　

１株当たり純資産額 719円49銭
　

　

２  １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △16円55銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。
 

１株当たり四半期純損失(△) △16円90銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　

(注)  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期純損失(△)(千円) △254,648 △258,073

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △254,648 △258,073

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,385 15,265
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第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △9円89銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
　

１株当たり四半期純利益 7円65銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
　

　

(注)  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △152,008 116,575

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)(千円)

△152,008 116,575

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,376 15,234

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第81期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年11月13日開催の

取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 60,939千円

②　１株当たりの金額 ４円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月９日

中央可鍛工業株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　岡　　正　　明　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　蛯　　原　　新　　治　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央

可鍛工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央可鍛工業株式会社及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」が適用されることとなるため、この会計基準に

より四半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月９日

中央可鍛工業株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　岡　　正　　明　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　内　　山　　隆　　夫　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央

可鍛工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央可鍛工業株式会社及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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